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○はじめに 
 

１ 計画策定の背景と目的                        

少子化の進展に対する社会全体の取り組みを推進するため、「次世代育成支援対

策推進法 ※１（以下「次世代法」）」（平成１５年 7 月）の施行に伴い、特定事業

主として仕事と子育ての両立支援のための計画の策定が義務付けられたことから、

玖珠町においては職員ニーズに即した「玖珠町特定事業主行動計画」を平成１８年

６月に策定し、職員の仕事と子育ての両立を推進してきました。 

次世代法は平成１７年４月１日から平成２７年３月３１日までの１０年間の時

限立法でしたが、平成２６年４月に改正次世代育成支援対策推進法として１０年間

延長されました。また、平成２７年８月には「女性の職業生活における活躍

の推進に関する法律  ※２（以下「女性活躍推進法」）」も制定されま

した。 

本計画では、常勤の職員（玖珠町、玖珠町議会、玖珠町教育委員会（小中学校職

員など地方教育行政の組織及び運営に関する法律第３７条に規定する県費負担教

職員（ただし、女性の職業生活における活躍の推進に関する法律 に関す

る計画部分は除く。 ））、玖珠町農業委員会、玖珠町監査委員、玖珠町選挙管理

委員会）の他、臨時的任用職員、非常勤職員については、法令、条例・規則等によ

り定められた内容の範囲内で可能な限り、計画の対象とします。 

すべての職員の仕事と子育ての両立が図られ、女性職員がその個性と能力

を十分に発揮して職業生活において活躍できるように行動計画を策定し、

公表することとします。 

 

２ 計画期間                              

令和２年４月１日から令和７年３月３１日までの５年間 

（次世代法が平成３６年度（令和６年度）、女性の職業生活における活躍の推

進に関する法律が平成３７年度（令和７年度）までの時限立法であることを踏

まえ、期限前に計画の進捗状況を検証しながら改訂を行う予定です。） 

 

３ 計画の推進                             

 (1) 次世代育成支援対策を効果的に推進するため、玖珠町衛生委員会の委員を中

心に、必要に応じ本計画の進捗状況、職員のニーズを把握します。 

 (2) 次世代育成支援対策に関する研修、情報提供を実施します。 

 (3)  仕事と子育ての両立等についての相談・情報提供等を行います。 

(4) 女性活躍推進のため、女性職員の研修等への積極的な参加を促し、管理職等
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への登用を進めます。 

 (5) 策定又は変更した行動計画について、職員に適切な方法で内容を周知徹底し

ます。 

 

４ 管理職の役割                            

職員が子育てや家庭の事情で業務上の配慮を必要とする場合、最も身近な窓口は

職場の管理職となります。職員からの相談に対応するには、常に職場内の風とおし

のよい雰囲気づくりと個々人の業務状況の把握が必要です。 

 

 
○次世代育成支援に向けた取り組み 
 

≪具体的な内容≫ 

これまでの行動計画をさらに推進するため、「休暇を取得しやすい環境整備」や「業

務遂行体制の見直し」、「職場の意識改革」、「業務の簡素化合理化」により超過勤務

の縮減、有給休暇取得率の向上、男性の育児休暇取得を目指します。 

また、今まで以上に職員一人ひとりが仕事と子育ての両立についての理解を深め、

仕事と家庭の調和した職場づくりを目指し、行動計画策定指針に掲げられた基本的

視点を踏まえ、これまでの取り組みをさらに推進するものとします。 

 

 

１ 仕事と子育ての両立の支援に関する事項                

(1) 既存の諸制度の周知徹底と意識の啓発 

 ① 母性保護、母性健康管理、育児休業、休暇、超過勤務の縮減について各種

制度の周知徹底を図ります。 

  ② 庁内ネットワーク等を通じて、次世代育成支援対策に関する研修や仕事と

子育ての両立支援のための情報提供を行います。 

  ③ 課長会や職場内討議、研修等において、「仕事と子育ての両立」について意

識啓発を行います。特に、管理監督者である所属長が各種制度の正しい知識

を持ち、職員に積極的に利用するよう働きかけます。 

 

(2) 妊娠中及び出産後における配慮 

  ① 母性保護及び母性管理の観点から設けられている特別休暇制度について周

知徹底を図ります。 
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  ② 出産費用の給付等の経済的支援措置について周知徹底を図ります。 

  ③ 妊娠中の職員の健康や安全に配慮し、業務分担の見直しを行います。 

  ④ 妊娠中の職員に対しては、原則として超過勤務を命じないようにします。 

  ⑤ 人事異動によって子育てに支障が出ないように配慮します。 

  ⑥ 産休育休後の職員が、円滑に業務復帰出来るようケアに努めます。 

 

(3) 子育てにおける父親の休暇等の取得の促進 

  ① すべての男性職員が取得できる、配偶者出産休暇、妻の産前産後の期間中

の育児養育休暇及び育児休暇などについて周知し、取得促進を図ります。 

  ② 父親となる職員が休暇を取得しやすい環境をつくるため、職場で臨機応

変に対応できる体制づくりに努めます。 

 

(4) 育児休業等を取得しやすい環境の整備等 

  ① 育児休業等に関する制度や経済的な支援等について周知を図ります。 

  ② 妊娠を申し出た職員に対し、個別に育児休業等の制度・手続について説明

を行います。 

  ③ 育児休業の取得の申出があった場合、課内において業務分担の見直しを行

います。 

  ④ 育児休業中の職員に対して、所属長及び人事担当課は、休業期間中必要な

情報提供や通知を行います。 

  ⑤ 育児休業後の職員の不安払拭、スムーズな職場復帰について研修等を通じ

て支援します。 

  ⑥ 育児休業、産前産後の休暇中と部分休業の請求があった場合は適切な代替

要員を確保します。 

 

 

 

 

 

 

(5) 超過勤務の縮減 

  ① 職場の業務状況により、小学校就学始期に達するまでの子どものいる職員

の超過勤務を制限します。 

  ② 一斉定時退庁日等の実施 

【目  標】  
※以上のような取り組み【（ 1）～（ 4）】を通じて、各種制度の認識率
を向上し、男性の育児休業、部分休業の取得率３０％以上の達成に努
めます。（男性の育児にかかる特別休暇含む）。  
（目標達成年度：令和６年度） 
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   ア 毎週水曜日をノー残業デーに設定し、庁舎内放送等で注意喚起を図りま

す。 

   イ 所属長は所属職員への指導による、定時退庁の実施徹底を図ります。 

  ③ 事務の簡素化、合理化の推進 

   ア 所属長は、事業の業務内容を把握し、効率的な事務遂行を図ります。 

   イ 新たな事業を計画する場合は、目的、効果、必要性等について十分検討

し、既存事業との関係を整理します。 

   ウ 会議のお知らせなどは極力電子メール、グループウェアなどを活用しま

す。 

   エ 定例的、恒常的業務に係る事務処理のマニュアル化を図ります。 

  ④ 超過勤務の縮減の為の意識啓発等 

   ア 所属長は、超過勤務の多い班からヒアリングを行った上で、職員の健康

管理に配慮した注意喚起を行います。 

   イ 所属長は各班の超過勤務の状況及び、超過勤務が特に多い職員の状況を

把握し、超過勤務に関する認識の徹底を図ります。 

   ウ 各課で、超過勤務縮減の取り組みの重要性について認識し、問題の解決

を図ります。 

エ 所属長は、職員の勤務状況の適確な把握、実情に応じた縮減目標の設定

など、勤務時間管理の徹底を図ります。 

  ［職員の平均超勤時間］ 

年 度 職員数 超勤時間総計 
一人平均 

（時間／人） 

一月平均 

（時間／月） 

平成２５年度 １８９人 １９，６５３時間 １０４ １，６３７ 

平成２６年度 １８８人 １９，４０９時間 １０３ １，６１７ 

平成２７年度 １８７人 ２２，０４４時間 １１８ １，８３７ 

平成２８年度 １８９人 １８，８３５時間 １００ １，５７０ 

平成２９年度 １９０人 ２０，８７３時間 １１０ １，７３９ 

平成３０年度 １８８人 ２４，８１７時間 １３２ ２，０６８ 

※玖珠町労務管理システム抽出分 

 

 

 

  

 

【目 標】 

※以上のような取り組み【（５）】を通じて、各職員の１年間の超過勤務時間数

について、月３０時間以内、年間３６０時間以内の達成に努めます。 

（目標達成年度：令和６年度） 
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(6) 休暇取得の促進 

  ① 年次有給休暇取得の促進 

   ア 課長会等において定期的に休暇の取得促進を喚起し、職場、職員一人ひ

とりの意識改革を行います。 

   イ 所属長は、職員の年次有給休暇の取得状況を把握し、計画的な取得を指

導します。 

   ウ 職員が安心して年次有給休暇の取得ができるよう、事務の相互応援体制

を整備します。 

   エ 職員及び家族の記念日や子どもの学校行事等、家族とのふれあいのため

の年次有給休暇の取得促進を図ります。 

  ② 連続休暇等の取得 

   ア 月曜日又は金曜日と週休日を組み合わせた年次有給休暇の取得を促進し

ます。 

   イ 職員のリフレッシュのため、夏季休暇をはじめ、週休日、祝日を利用し

た連続休暇の取得促進を図ります。 

 

［年次有給休暇の取得実績］ 

年 度 
年次有給休暇 

前年比（日） 
平均取得日数（日/人） 取得率 

平成２５年度 ７．７６ １９．８１％ ― 

平成２６年度 ７．９４ ２０．３７％ ＋０．１８ 

平成２７年度 ８．０２ ２０．６４％ ＋０．０８ 

平成２８年度 ９．０３ ２３．２１％ ＋１．０１ 

平成２９年度 ８．４２ ２１．８４％ －０．６１ 

平成３０年度 ８．７６ ２３．１８％ ＋０．３４ 

 

 

 

 

  

 

(7) その他の取り組み 

  ① 人事異動についての配慮 

※以上のような取り組み【（６）】を通じて、年次有給休暇取得日数１０日以上の達

成に努めます。 

（目標達成年度：令和６年度） 
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未就学児の子を扶養している職員の人事異動に当たっては、可能な限り人

事上の配慮を行います。 

「自己申告書」の作成については引き続き実施し、職場環境や職員の適性、

意向等に配慮した人事異動を行うことで、職員の勤労意欲の向上や職場の活

性化を図ります。 

  ② 研修の充実 

固定的性別役割分担意識等、働きやすい環境を阻害する諸要素を解消する

ため、男女共同参画に関する研修の開催や、グループウェアでの情報提供等

により意識啓発を行います。 

 

２ その他の次世代育成支援対策に関する事項               

 (1) 子育てバリアフリー 

  ① 役場庁舎における環境整備 

来庁者の多い庁舎において、乳幼児と一緒に安心して利用できるトイレや

ベビーベッド、授乳室の設置等により、来庁しやすい環境の整備を推進しま

す。 

② 来庁者への対応 

子どもを連れた人が気兼ねなく来庁できるよう、親切な応接対応等のソフ

ト面でのバリアフリーの取り組みを推進します。 

 

 (2) 子ども･子育てに関する地域貢献活動 

子どもの交通安全活動、防犯活動等への職員の積極的な参加を支援します。 

 

(3) 子どもと触れ合う機会の充実 

  ① 福利厚生事業の充実 

職員の福利厚生事業の実施においては、職員のみだけではなく、子どもを

含めた家族全員が参加できるよう配慮します。 

 ② 子どもにかかわる行事への参加促進 

子どもの学校行事や子ども会行事等に参加しやすい、職場の雰囲気づくり

を行います。 

 

≪備 考≫ 

①『くるみんマーク』とは、一定の要件を満たして申請をした場合に、
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厚生労働大臣から子育てサポート企業として認定を受けた企業に与え

られるマークのことです。この「くるみん」は、「 職場ぐるみ・会社

ぐるみ」と赤ちゃんが大事に包まれる「おくるみ」との二つの「くる

み」の意味が込められています。 

 

②『イクボス』とは、職場で共に働く部下や同僚のワークライフバラン

ス（仕事と生活の両立）を考え、その人のキャリアを応援しながら、

組織の業績に結果を出し、自らも仕事と私生活を維持できるような上

司（管理職）です。 
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○女性の活躍推進に向けた取り組み  

人口減少社会を迎える中、持続的成長を実現し、社会の活力を維持して

いくため、国においては「女性の力」の発揮が不可欠として「女性の活躍

推進」を成長戦略の中核に位置づけ、女性の活躍、男女共同参画の推進に

向けた各種の政策を進めています。  

平 成 ２ ７ 年 ８ 月 に 女 性 の 職 業 生 活 に お け る 活 躍 の 推 進 に 関 す る 法 律 が

制定され、平成２８年４月より施行さ れました。  

これを受け、地方公共団体で働く女性職員の活躍推 進に関する取り組み

について計画し、公表するこ とが義務づけられました。  

そこで、働くすべての女性職員が十分にその能力を発揮し、活躍できる

職場づくりを目指すとともに、職員個々のライフステージに柔軟に対応し

たワークライフバランスを重要視した制度の構築を目指 します。  

≪具体的な取組≫  

１  女性の活躍に関する状況と様々な課題に応じた取り組み      

女性職員の推移  

年 度（ ４ 月 １ 日 ） 平成２３年  平成２７年  平成２９年  平成３０年  平成３１年  

職員数  １９２人  １９０人  １９３人  １９１人  １９１人  

うち女性職員  ５８人  ５６人  ５９人  ５９人  ６２人  

女性職員比率  ３０．２％  ２９．５％  ３０．６％  ３０．９％  ３２．５％  

管理職数  １５人  １７人  ２２人  ２１人  ２１人  

うち女性職員  １人  ０人  １人  １人  １人  

女性職員比率  ６．７％  ０％  ４．５％  ４．８％  ４．８％  

採用者数  ６人  ４人  ５人  ３人  ９人  

うち女性職員  ３人  １人  ３人  ２人  ４人  
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平成３１年度年代別職員構成比率  

年代  １０代  ２０代  ３０代  ４０代  ５０代  

男性職員数  ０人  １３人  ２８人  ４９人  ３９人  

女性職員数  ０人  １０人  １４人  ２８人  １０人  

（ う ち 女 性 割 合 ） ０％  ４３ .５％  ３３ .３％  ３６ .４％  ２０ .４％  

 

２  女性職員採用の取り組みと目標                

競争試験による職員採用において、本町では女性職員の採用比率は最低

でも２５％以上となっており 、過去３年間の平均は５０％を超えています。

今後も女性職員を含む新採用職員等を広報に活用するなど、職場や職務の

魅力を広報し、応募者数の拡大を図ります。  

 

今後もこれまでの取り組みを進め、計画期間中（５年間）の女性職員の採

用比率４０％を目指 します。  

 

３  女性管理職登用の取り組みと目標               

 過去３年間、女性の管理職は１名であり、管理職に占める女性職員の割

合は平均４．７％となっています。この数値について年代別職員構成表を

みると、豊富な知識・経験とマネジメント能力が必要となる管理職の対象

となる年代の女性職員が極端に少ないという現状となっています。これは

過去の採用において、女性職員の割合が少なかったことや、中途退職者に

占める女性職員の割合が高いことが原因であると 考えられます。  

そのため、長期的なビジョンを持ち、研修等により女性職員の人材育 成

に積極的に取り組むとともに、人事評価制度において、出産や育児が女性

登用の妨げとならないように配慮し 、女性管理職登用が図られるよう努力

します。  
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４  子育てを行う女性職員の活躍の取り組みと目標         

（1）子育てを行う職員の人事上の配慮について  

子育てを行う職員には、子ども園の送迎などの本人の意向を把握するとと

もに、できるだけ家庭生活に支 障のないよう人事異 動等の配慮 を行 い ま す。 

 

（ 2）男性職員の家庭生活共同参画の推進について  

家事や育児、家族の介護等の家庭責任の多くを女性が担っているのが現状

であり、男性職員の家事や育児への積極的な関わりは、女性職員の活躍推進

のためにも 不可欠です。さらに、男性が家事や育児等の経験を 得る こ と は、

マネジメント力の向上や多様な価値観の醸成等を通じ職務における視野を

広げるなど、男性自身のキャリア形成にとっても有用なものと考えられ ます。 

そのためにも、男性職員の家庭生活への積極的な 共同参画を促進するととも

に、全職員に対しても意識啓発の取り組みを進めていきます。  

また、男性の育児休業等の取得推進についても、当計画に掲げている目標

「男性の育児休業、部分休業の取得率 30％以上（男性の育児にかかる特別休

暇含む）。」を目指し、少しでも多くの男性職員 の取得を増や してい き ま す。 

 

(3)所属長の職場風土の醸成について  

子育て中の職員に対し、補助的な仕事ばかり与えたり、異動を勧めるなど

の「過剰な配慮」は子育て中の職員の意欲をそぎ、キャリア形成を阻害しま

す。固定的な考えに捉われることなく、職員の状況、意欲、能力 に応じた適

切な配慮や支援をすることが所属長等に求められます。そのため、所属長等

に対する「イクボス研修」等の積極的参加を促すとともに、職場全体が支え

合い、助け合うことで「真のワーク・ライフ・バランス」が形成され、両立

しやすい職場風土の醸成に取り組みます。  

 

５  あらゆるハラスメントの防止                  

 職場におけるあらゆるハラスメント行為は、職場への多大なる悪影響を与

え、職員の心身の健康に影響を与える要因ともなるため、引き続き職場にお

けるハラスメント防止のための研修・教育に取り組みます。  

 パワーハラスメント、セクシャルハラスメント等あらゆるハラスメントの

防止に徹底的に取り組み、男女が共に安心して働くことができる職場環境づ
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くりを推進します。  

 

６  働き方改革によるワーク・ライフ・バランスの推進       

共働き世帯等の増加により、性別を問わず全職員の時間外労働の是正に

対する意識改革が必要です。職 場全体が「長時間労働」から短時間で成果

をあげる「生産性の高い働き方」へと働き方を転換することにより、職員

全体の「真のワーク・ライフ・バランス」を実現することが大切です。職

員全体で協力し定時退庁を心掛け、家庭生活への 関わりを増やすと共に余

暇の充実を図り、豊かな生活を過ごすことができるよう、働きやすい職場

の実現を目指します。  

 

（１）働き方・業務改善の取組  

   現在の仕事の方法や事務事業について、所属毎に所属長を中心に

業務改善への意識を高めます。また、職員一人ひとりが個々の能力

を十分に発揮できるよう、やりがいのある働きやすい職場環境の整

備に取り組みます。  

 

（２）超勤縮減の実践  

   所属長を中心に各班の事務事業を見直し、定時退庁を促し、職員

の意識改革や超勤縮減に向けた取り組みを推進します。  

 

（３）職員一人ひとりの働き方の改善  

   職員一人ひとりがコスト意識を持ち、仕事のやり方の見直しや業

務の効率化を意識するよう、研修等を通じた意識啓発を行います。 
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【制度の概要解説】 
 
～母性保護及び健康管理のための休暇～ 

 
＜労働基準法によるもの＞ 
産前・産後休暇（第６５条） 

労働基準法第６５条を受け、玖珠町職員の勤務時間、休暇等に関する条例第１

４条に規定されています。（規則第１２条関係） 

◎産前休暇は予定日から起算して（予定日を含む）８週間（運用） 

（多胎妊娠の場合は１４週間） 

◎産後休暇は出産翌日から１３週間 

 

 

妊産婦等に係る危険有害業務の就業制限（第６４条の３） 

使用者は、妊娠中の女性及び産後１年を経過しない女性（以下「妊産婦」とい

う。）を、重量物を取り扱う業務、有害ガスを発散する場所における業務その他妊

産婦の妊娠、出産、哺育等に有害な業務に就かせてはなりません。 

 

妊娠中及び産後１年を経過しない女性の時間外労働及び深夜勤務の制限 

（第６６条） 

妊娠中又は出産後１年を経過しない女性職員が請求した場合にあっては１週間

につき４０時間、１日につき８時間を超えて労働させてはなりません。また、こ

れらの女性職員が請求した場合にあっては、時間外労働をさせてはならず、もし

くは休日に労働させてはならず、又は深夜業をさせてはなりません。 

 

＜玖珠町職員の勤務時間、休暇等に関する条例によるもの＞ 
 

（特別休暇）玖珠町職員の勤務時間、休暇等に関する規則  

第１２条関係 別表２抜粋 

 

【妊娠時期】 

・妊娠中の健康診断等のための休暇（事由番号１８） 

  妊娠中の女性職員が母性保健法第１０条に規定する保健指導又は同法第１３

条に規定する健康診査を受ける場合 

  ○妊娠２３週まで      ４週間に１回 

  ○妊娠２４週から３５週まで ２週間に１回 

  ○妊娠３６週から出産まで  １週間に１回 

                各当該必要な時間 

 

・妊娠障害休暇（事由番号２２） 

   妊娠中の女性職員が妊娠に起因する疾病において休む場合 

  ○１４日を超えない範囲でその都度必要と認める日又は時間 
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・産前休暇（事由番号６） 

   ８週間（多胎妊娠の場合にあっては、１４週間）以内に出産予定である女性

職員が申し出た場合 

  ○出産の日までの申し出た期間 

 

【出産後】 

・産後休暇（事由番号７） 

 ○女性職員の出産日翌日から１３週間を経過するまでの期間 

 

・育児（授乳）のための休暇（事由番号８） 

 職員が生後２年に達しない子を育てる場合 

  ○１日２回（１回６０分以内） 

 

【男性職員の出産、育児に関する休暇】 

・出産補助休暇 

職員の妻の出産準備や付添いなどのための休暇 

  期 間  出産のための入院から出産予定日前後１か月以内（ただし、宮参り

を含む） 

  日 数  ７日 

 

【育児参加のための休暇】 

  職員の妻が出産する場合、当該出産に係る子または小学校就学の始期に達する

までの子を養育するための休暇 

  期 間  配偶者の出産予定日８週間（多胎妊娠の場合は１４週間）前の日か

ら、出産の日後８週間（多子出産の場合は１０週間、第２子以降は

１３週間）を経過する日まで 

  日 数   ５日 

 
 

～出産に関する費用、給付金等～ 

 

【出産費用等の給付】 

 出産したとき 

 出産費・家族出産費（大分県市町村職員共済組合） 

  組合員又はその家族（扶養家族）が出産した時に支給されます。 

   ◎組合員 出産費  ４２０，０００円 

   （在胎週数２２週未満の出産や産科医療保障制度に加入していない分娩機関

で出産した場合は ４０４，０００円） 

   ◎家族 家族出産費 ４２０，０００円          

＊在胎週数２２週＝妊娠４カ月(８５日)以上であれば、死産・流産など異常分

娩や母体保護法に基づく人口妊娠中絶に対しても支給されます。 

＊双生児以上を出産した場合は、その人数分の額が支給されます。 
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【出産祝金（玖珠町職員互助会）】 

  出生児１人につき １０，０００円（第３子以降は、３０，０００円） 

 

【育児休業手当金（大分県市町村職員共済組合）】 

 組合員が３歳に満たない子を養育するため育児休業をする時は、その子が１歳

に達する日まで、育児休業手当金が支給されます。（総務省令で定める場合に該当

するときは 1 歳半まで） 

  ただし、父母ともに育児休業を取得する場合は、子が１歳２か月に達するまで

延長されます。 

支給期間： 育児休業により勤務に服さなかった期間 

 支給額 ：１日につき 

（標準報酬月額×１/２２＝標準報酬日額（１０円未満四捨五入）） 

標準報酬日額×６７/１００（１８０日目まで） 

       標準報酬日額×５０/１００（１８１日目以降） 

 

【共済掛金の免除】 

 育児休業期間中は掛金を免除 

 

【児童手当】 

  ０歳～３歳未満  １５，０００円 

  ３歳～小学生   １０，０００円（第３子以降は１５，０００円） 

  中学生       １０，０００円 

 

 
 
～育児休業及び部分休業制度～ 
 

【育児休業】 

（１）対象職員：全職員 

   育児休業をすることができない職員 

   ・育児休業法第６条１項の規定により任期を定めて採用された職員 

   ・玖珠町職員の定年等に関する条例第４条第１項又は第２項の規定により引

き続いて勤務している職員 

 

（２）付与条件 

   生後３年に満たない子を養育する職員であること。 

   育児休業終了後も引続き勤務する意志のある職員であること。 

 

（３）期間 

   子が３歳に達する日までの期間を限度として、当該職員の請求に基づいて、

任命権者の定める日から引続く期間（週休日及び休日を含む）について承認

します。 

 

（４）延長 
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   １回に限り延長できる。再度の延長の場合は、条例に定める特別の事情があ

る場合に限ります。 

 

（５）再度の取得 

   条例に定める特別の事情がある場合に限ります。ただし、職員が妻の出産の

日から産後休暇の期間（５７日間）内に育児休業を開始し、終了した場合（産

後パパ育休（＝子の出生の日から産後８週以内（５７日以内）に育児休業を

すること。））、育児休業が認められます。 

    また、最初の育児休業の終了後、３か月以上の期間を経過後、再び育児休

業を取る予定がある場合。この場合は産後パパ育休の終了後に、予め「育児

休業等計画書」の提出が必要となります。 

  

（６）給与上の取り扱い 

    無 給 

  

【部分休業】 

   小学校就学始期に達するまでの子を養育するため１日の勤務時間の一部につ

いて勤務しないことができます。 

 

（１）対象職員 

   部分休業をすることができない職員 

   ・育児短時間勤務又は育児休業法第１７条の規定による短時間勤務をしてい

る職員 

 

（２）付与単位・条件 

   正規の勤務時間の始め又は終わりにおいて、１日につき２時間（育児時間を

承認されている職員は２時間から当該育児時間を減じた時間）を超えない範

囲内で、３０分を単位として行ないます。 

 

（３）給与の取扱い 

   勤務しない１時間につき、勤務１時間当たりの給与額を減額して支給します。 

   

【職員の深夜勤務及び時間外勤務の制限】 

（深夜勤務の制限） 

小学校就学の始期に達するまでの子のある職員（深夜（午後１０時から翌日

の午前５時までの間をいう）において子を養育できる親族がない職員に限る）

が規則で定めるところにより、深夜勤務の制限を、当該子を養育するために請

求した場合には、公務の正常な運営を妨げる場合を除き、深夜勤務をさせては

いけません。 

 

（時間外勤務の制限） 

   小学校就学の始期に達するまでの子のある職員が、規則で定めるところによ

り、当該子を養育するために請求した場合には、１月について２４時間、１年

について１５０時間を超えて、時間外勤務をさてはなりません。 
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  （子の看護休暇） 

   １８歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある子（配偶者の子を

含む）を養育する職員が、その子の看護（負傷し、又は疾病にかかったその子

の世話を行うことをいう）のため勤務しないことが相当であると認められる場

合に取得できます。 

子ども１人につき５日間 

  

    附 則 

この行動計画は、平成２２年４月 1 日より施行する。 

この行動計画は、平成２４年４月１日より施行する。 

この行動計画は、平成２７年４月１日より施行する。 

この行動計画は、平成２８年４月１日より施行する。 

この行動計画は、令和 ２年４月１日より施行する。 


